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生活保護事務

法律の定めるところにより、実施します。
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事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 社会福祉課 係　　名 保護係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

面接相談を経て申請を受け付け、調査及び要否判断を行い
ます。

被保護者に対して個々の問題点を解決するための指導・助
言を行っていきます。

本人が希望すれば生活保護受給者等就労自立促進事業を
実施し、早期就労による安定収入の確保と経済的自立を支
援します。

達成度を
測る指標

指標名

公的関与

089-964-4406 メールアドレス syakaifukushi@city.toon.ehime.jp

１ 生活困窮者への適切な対応

事業区分

事業の目的
生活困窮者に対し、その困窮程度に応じて必要な保護を行い、そ
の最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを
目的とします。

根拠法令等 生活保護法

総合計画 政策目標 １ みんなが元気になる健康福祉のまち 政策項目 ６ 社会保障の充実

008 4001 事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

最終目標

業務の性質上、指標設定になじみ
ません

予算費目 会計 一般会計 費目名 民生

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 310,472 322,723 334,322

地方債 0 0 0

その他特定財源 3,017 3,621 100

一般財源 111,068 65,316 95,861

4.384 27,361 5.122 31,992 5.122 31,777

計(Ａ) 424,557 391,660 430,283
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一次評価者 保護係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

当市の被保護世帯数は増加傾向にあり、さらにコロナ禍で生活困窮により福祉資金や各種給付金制度を利用する方は増加しています。各種制
度の利用終了に伴い生活保護申請の増加が懸念されます。

効率性 関係機関との連携や県の指導助言により、適宜適切な事務の施行を実施しています。

改　革
計　画

実施機関として適切な対応が図れるよう、令和２年度から現業を行う所員を３名から４名に増員し対応しています。

今後の方向性 現状維持

申請受付後速やかに調査及び保護の要否判定を行い、必要な扶助を実施しています。被保護者世帯の問題点を解決するための指導・助言を
行っています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

生活保護制度においては、生活困窮者に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することが求
められています。
なお、コロナ禍では、本制度のみならず生活困窮者自立支援制度等、各種制度による機動的な対応が必要です。

二次評価者

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 453,905 425,683 464,086

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 1.000 1,987 1.024 2,031 1.024 2,026
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費

今後の方向性 拡大・充実

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

その困窮の程度に応じて必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、被保護者の自立を助長しています。

有効性 世帯の状況を詳細に把握し、その状況に応じて必要な扶助を実施しています。

達成度

社会福祉課長
総　合
評価点


